






































































＊  「但馬」等は兵庫県内の旧国名による地域区分であり、それらの境界を太線で示した。 
（摂津地域内にはサブ区分［前編注26・27参照］を太い点線で示した。）
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ロ ー ス ト ・ コ ー ズ
われた大義」（出口・越智［1959］p.310）と
いう言葉を想起させもするからこそ―M.ウェーバー流（ウェーバ ［ー1965］pp.60-61）に言
えば―価値判断混在のリスクを多分に内包し、軽々には論じ得ない。それでもなお前掲図表
28などは、「地方銀行ありせば」との「歴史的if」に関する想念を掻き立てざるを得ない（それ
以降神戸銀行がたどった「太陽神戸銀行」、「太陽神戸三井銀行」［改称後「さくら銀行」］、そし
て「三井住友銀行」、という現在までの変転を鑑みればなおさらであろう）。結果として、前段
の最後に記したようにいくつもの残された疑問・課題を抱えつつの擱筆となってしまったが、
それらに関しては他日を期したい。
【付記】本論は中京大学企業研究所2009～2011年度プロジェクト研究助成（プロジェクト名「わ
が国のコミュニティ・バンクの揺籃期に関する研究」）の成果である。
注
（36）「シンジケート銀行」の呼称は本論で繰り返し引用する『神戸銀行史』所載の昭和戦時期の諸文書
（主に当局宛、本論でも後に引用）にも頻出する（表記法は「シンヂイケート銀行」）。「都市銀行」の
呼称は同時期のたとえば東洋経済新報社（編）［1942］「総観」中のp.22などに、「都市大銀行」の呼
称はたとえば同書中の結城［1942］p.9に、また「大銀行」の呼称は同書中の県別記事の処々（pp.42,
71,119など）に見られる（そのように同書中でも用法は定まっていない）。
（37）前編注12でも記したとおり、後藤［1981］pp.597-599所載「府県別普通銀行推移表」により昭和元
年から20年にかけての県別普通銀行数（毎年末）を一覧することができる。それによると昭和11年
末（1936年末）の兵庫県の銀行数は34行で全道府県中一番多く、2位福岡29行、3位静岡20行と続い
ていた。
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戦中期銀行合同過程における神戸銀行の店舗展開（後編）（由里）
（38）図表10の表示対象である「県下合同3行」（播州銀行、全但銀行、兵和銀行；「県下」という語句は
『神戸銀行史』p.210の「…兵庫県下には［それら三行］が相次いで設立された」との記述にしたが
い、おおむね「県庁所在地たる神戸市（旧市域）以外を店所在地とする」という意で用いる）は、す
べて1941年8月までに設立されていた。したがって、店舗網に関する統一的かつ信頼性のある情報源
として年一回刊行されていた大蔵省銀行局『銀行総覧』に拠る場合でも、（1）同書の第48回（1941年
12月末データ）を用いて同図表を作図するのが本来自然であろう。しかしながら、本論後編の主題が
1945年終戦直前期の神戸銀行によるそれら3行を含む県下諸行の大規模合併（実質的「一県一行」の
達成）であり、（2）その合併の店舗網上の構図を明らかにする上では、同大規模合併により近い時期
における県下合同3行と神戸銀行の店舗網の拮抗図式を描出することが有用であろう（もっとも『銀
行総覧』は第49回までしか刊行されなかったため、1942年12月末データがその意味での最善のもの
となる）。これら（1）（2）を併せ勘案し、本論では戦時期の銀行店舗網の地理的分布・拮抗図式にか
かる図表10以下の主題図はすべて『銀行総覧』第49回に依拠し1942年12月末時点で作成したものを
用いることにする。
　なお、県下合同3行はいずれも、設立時以降1942年末に至る期間において追加的な合併や営業一部
授受を行っておらず（後藤［1981］pp.694-698所載「太陽神戸銀行沿革系統図」）、また実際『銀行総
覧』の第48回と第49回との比較で県内店舗数等に大きな変動はないため、図表10が示す1942年末の
同3行の店舗網の概略は1941年末時点のそれと大差ないものと思われる。
（39）県下合同3行の他の一行、兵和銀行の設立（1941年8月）に際しては、神戸銀行は同行株式1万株の
引受ならびに役員2名の派遣を行っている（『神戸銀行史』pp.156,222）。日本銀行が1943年秋以降兵
庫県下における「一県一行」の実現に向け尽力するに際しても同3行のうち特に播州銀行の抵抗が強
かったことは、日本銀行百年史編纂委員会［1984］p.438所載の門川神戸支店長の大蔵省舟山普通銀
行課長宛書簡（1943年11月）の次のくだりにも表れている。「…今日迄は敢て急追を避け三行就
なかんづく
中播
州と神戸銀行との関係を円滑密接ならしめ、其歩み寄りを促進する様指導し来れることに有之候」（同
書掲載文のまま、ルビは追加）。ちなみに、この『日本銀行百年史』の第2章5.（3）「太平洋戦争下の
銀行合同と当行」において、兵庫県の事例のみが独立した小見出しのもと叙述されており（pp.437-
439）、同県における銀行合同の達成が日本銀行当局にとっても特に難産の部類に属するものであった
ことを示唆している。
（40）『神戸銀行史』p.220などにおいては銀行名も本店所在地名も「竜野」と記されているが、『銀行総
覧』第47回（昭和15年末）所載の銀行名・本店所在地名、ならびに戦後1951年の合併・市制施行以降
の市の名称が「龍野」である（「角川地名大辞典」編纂委員会［1988］pp.1832,1836）ことから、『神
戸銀行史』からの引用文の場合以外は「龍野」に改めた。（なお、「竜野」という書き方は合併・市制
施行以前の「竜野町」につき戦後の表記法で記す際に用いられるようである［同p.1836］。）
－48－
総合政策論叢　Vol.4／2013.3
（41）『神戸銀行史』巻頭の岡崎忠頭取による「序」（頁数は付されていない）には次の一節がある。「［1936
年7行合併による発足の］その後、当行は順次兵庫県下における爾余の銀行の合併吸収を進めて、行
礎を固めつつ国家と艱難を共にしたのであるが、今日においては、都市銀行の一として全国主要都市
に店舗を拡充し、外国為替業務にも積極的に進出して、ロンドン・ニューヨークに駐在員事務所を設
置するなどめざましい躍進をとげるに至った」。同史が執筆された1950年代後半は既に高度経済成長
期に差し掛かっており、このような筆致の背景には、大・中堅企業部門ならびに都市部人口・産業の
発展を背にした都市銀行業界全体の勢い・自信も手伝っていたのではあるまいかと思われるが、いず
れにしても往時（『神戸銀行史』は1958年刊）の神戸銀行経営陣にあっては、その「都銀化」の主た
る原動力の一つであった兵庫県内銀行合同の評価は肯定的たらざるを得なかったであろう。
（42）図表11にある百三十七・中丹の県外支店はいずれも京都府内のもので、これらは丹和銀行が買収し
た（『神戸銀行史』p.213、「銀行事項月報」昭和17年6月分）。
（43）昭和16年12月19日付、八馬頭取の大蔵省山際銀行局長宛具申書（日本銀行神戸支店［1942a］pp.
443-447所収、うち百三十七銀行買収に関する部分はpp.445-446）の「希望条項」の二、（1）には次
のように記されている。「（1）百三十七銀行を至急弊行に合併せしむること（改行）（理由）（イ）同
行は県下の他の本店銀行と異なり従来小規模ながら都市銀行としての形態を整うべく鋭意努力しきた
るものにこれあり。かつ同行との合併問題は多年の懸案にして、また双方の熱望するところに御座候。
（以下略）（ロ）丹波地方と播州方面との経済関係は丹波地方と京阪神方面との経済関係に比し遥かに
少なく候。（以下略）（ハ）殊に同行地盤中最も重要なる福知山市には製糸布工場として鐘淵紡績、郡
是製糸等のごとき大工場これあり。（中略）しかるにこれらの金融はいずれも大都市銀行において行わ
るるの実情にこれあり。したがって弊行において同行合併の上はこれらの要望に最も即応し得る次第
と相成り申し候。（以下略）（ニ）弊行はシンヂイケート銀行として多年大都市に支店設置を要望致し
おり候ところ、幸い同行が京都府内枢要の地に店舗を有するため、同行の合併によりこれらの店舗を
弊行に譲り受くることを得れば、これ最も自然的なる方式において弊行の要望を一部充足し得る次第
にこれあり、かつこれにより県下金融界整備の一端をも果たし得る次第と存じ候。（漢文返り点式読
み・漢字字体・仮名表記を現代式に改め、句読点補充）
（44）1942年6月20日の中丹銀行分割買収と同日、神戸銀行は丹和銀行の兵庫県下5支店のうち中山支店
（後の丹東町に所在）を除く4支店（後の氷上町・山南町・春日町に所在）を譲り受けた（『神戸銀行
史』p.213、「銀行事項月報」昭和17年6月分）。
（45）図表11の表上方欄外に計算式を記した「払込資本利益率」は、東洋経済新報社［1942］の「行別累
期業績表」（pp.157-221）の「利益率」としても用いられており（ただし［払込］資本額は図表11に
おけるように期末ではなく期初期末平均を使用）、当時も用いられていた利益率指標である。
（46）堀江［2008］第9章（直接的には近年の信用金庫同士の合併と収益性・経営効率との関連にかかる
－49－
戦中期銀行合同過程における神戸銀行の店舗展開（後編）（由里）
論考）は、近隣の地域金融機関同士の合併につき、合併後に店舗・人員配置上の見直しが行われてい
くことによってこそ合併効果の発現に貢献すること、合併する前に抱えていた不振貸出先への対処に
より収益性が損なわれることもあること、主要都市部以外での合併では貸出先不足から合併効果が結
局それほど発現しないこともあること、などを論述している。
（47）牧村［1980］pp.368-369は、昭和10年代の合同を経た地方銀行の収益状況に関し、「…［昭和不況
期の］きびしい経営環境の中で健全経営を実現したものだけが生きのびることができたのである。（改
段落）しかし、昭和11年頃を境にして地方経済は好転しはじめ、地方銀行の経営環境は大きく変わっ
た。地方銀行の経営内容も急速に改善され、合同によって規模も大きくなり、銀行経営は安定化の方
向を進めた」と述べている。
（48）通常のHHIでは、図表13の「店舗HHI」算出式のBSjの代わりにMSj（対象地域における銀行#j の
預金・貸出金額等のマーケットシェア）が用いられ、ある地域における銀行（より一般的には同一産業
の企業）相互間の競合度の強弱を測る測度として、独占禁止政策（たとえばDickandHannan［2010］）
や銀行業の実証研究（たとえば細野［2010］第3章）などにおいて利用される。対象地域における1
つの銀行のマーケットシェアが100%の場合、HHIは10000となり、他方、たとえば10の銀行が10%
づつのシェアを等しく有する場合、HHIは1000となる。米国の銀行業に関しては、概ねHHIが1000
未満の場合「非集中的」、1000～1800の場合「やや集中的」、1800超の場合「かなり集中的」とされる
（Amel［1996］p.14,DickandHannan［2010］p.422）。
（49）神戸銀行が当時の有馬町に、播州銀行が当時の淡
お う ご
河村に、各々1支店を置いていたが、これら町村は
距離的にも地域的にも隔たりが大きく、経済圏も異にしていた（図表10では簡略化のため神戸市北区
全体を摂津地域に入れているが同区西端部の旧淡河村は旧国界上は播磨に属していた；他方の有馬町
は有名な温泉地で神戸・大阪の大都市域との結びつきが強かった）。
（50）近年の近代史学においては日中戦争と太平洋戦争期とを合わせ1937年7月から1945年8月までを「戦
時期」と認識することが通説のようである（古川［2012］第Ⅱ部、後藤［2011］など）。もっとも、そ
の通説の一環をなすものと見受けられる吉田［2007］が1941年12月8日をもって「アジア・太平洋戦
争」の「開戦」と捉える（p.9）ように、太平洋戦争への突入をもって一層本格的な「戦時」に入っ
たとの捉え方がないわけではない。また経済史分野においても、太平洋戦争期にその開戦準備期（1～
2年程度）を加えて本格的な「戦時経済（体制）」の時期として認識する見方がある（たとえば原・山
崎［2006］、山崎［2011］第1章）。
（51）『伊丹市史』が引用する住友金属工業㈱社史の次のくだりは、「地方分散」の国策にもかかわらず、
当の製造業企業自身が大都市部隣接郊外への立地「分散」を好んだ事情をよく表している。「［伊丹市
街近郊の高台に位置する稲野村昆
こ や
陽は］何よりも、閑寂で空気の清澄なのが、精密度を必要とする工
場の敷地としては理想郷と思われた。付近には伊丹・西宮に通う舗装道路があり、停車場には少し隔
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たっているが、阪急電車新宝塚線が伊丹から伸びてこの辺りを通過する計画があった。」
（52）太田［1995］p.1156。なお、前編p.69に記したように、本論では戦前の市区町村域からの変遷につ
いては別記しないかぎり同書に依拠する。本注の直接の対象である「広畑町」については、同書にて
は「広畑村」と記されているが、姫路市史編集専門委員会［2002］pp.645-646（現姫路市域の1941年
当時の旧市町村一覧を表示）ならびに『銀行総覧』第48回（1942年、大蔵省銀行局）所載の1941年
末神戸銀行広畑支店の住所表記により、「広畑町」が正しいと考えた。
（53）大久保村の主要工場とその社宅地は、山陽本線西明石駅から大久保駅にかけての耕地・ため池等を
整地して展開しており（山口ほか［1977］pp.174-175）、本文中で述べた伊丹市の場合と同様、大都
市圏（この場合は神戸市）の郊外型の立地と見ることもできよう。
（54）藤井［2004］は、その第4章第4節「新産業都市と工業整備特別地域」において、該当21地区の1970
年代後半までの重化学工業化・都市化の達成状況を因子分析によって検証している。それによれば播
磨工業整備特別地域は両側面とも達成度が高い少数の地域の一つと評されている。
（55）神戸新聞社学芸部［1979］の「兵庫県人会―一世紀でも生まれぬ連帯感：五ヵ国、三道、十九藩の
特異性」（pp.9-13）に、「播州の夜明け。六甲連山（摂津国）の上に太陽が昇りつつある。」とのキャ
プションを付した大きな写真が掲載されている（pp.10-11）。私事に属するがその摂津国側（西宮市）
に居住する筆者にとり六甲連山は夕陽が沈む場所であり、同写真は播州側と神戸側の見方や気質の差
異そして両者の間の距離感（特に播州側から見て）につき筆者に考えさせる契機の一つとして印象的
であった。
（56）神戸新聞1944年3月8日「市制［･］拡張［･］町村合併ら今後一年間は行わず　県下の三合併も取
止め　あげて戦力増強の一点に集中」の記事による。同停止措置に関し補足すれば、1944年3月7日
に内務省は、決戦非常措置要綱（同2月25日閣議決定［『近代日本総合年表』p.338］）の第10項「平
時的または長期的計画的事務および事業の停止」に則り、市制の施行、市域拡張、町村合併を1年間
停止した、ということである。なお、上記記事が「県下の三合併」と呼称する他の合併事案は「神戸
市、明石市及び明石郡の地域」および「神戸市及び武庫郡西部6ケ町村の地域」であった。
（57）『神戸銀行史』pp.43-44によれば、統括店制度は同行創立の1936年12月より1939年6月まで採られ
た同行独自の制度で、各地域の特殊事情に即応した業務上の方策をとるため、また事務の統制・簡捷
のために3つの統括店が置かれた。中央統括店は業務部（神戸市、旧神戸岡崎銀行本部）が当たり神
戸地区・大阪地区の店舗と東京支店の計33か店を統括した（店舗数は創立当初、以下同様）。東部統
括店は西宮支店（旧西宮銀行本店［同巻末資料編p.49］）に置かれ、西宮市を中心とした阪神間14か
店を統括した。最後に西部統括店は姫路支店（旧三十八銀行本店［同前p.50］）に置かれ、明石郡大
久保町以西の播州地域46か店を統括した。
（58）『神戸銀行史』巻末資料編pp.66-73所載「廃止店舗」の一覧表によれば、1941年10月18日に龍野
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支店、揖保支店（以上、後の龍野市に所在）、鵤
いかるが
支店（後の太子町）、山崎支店（山崎町）、ならびに
上郡支店（上郡町）を兵和銀行に譲渡している（カッコ内に記した支店所在地については『銀行総覧』
第47回［昭和15年末］所載の神戸銀行の支店データを参照した）。
（59）筆者は、戦時期の店舗行政の実際の運用に関する資料を探し得ていない。しかし、①後藤［1968］p.
202が紹介する法律制定時の銀行局長による銀行法（旧）主要条項の趣旨説明（第6条に関しては「不
当の競争を防止すること」が目的）、②銀行法に先立って大正12年（1923）の「銀行取締方針」にもと
づき翌年より厳格な支店設置規制がなされていたこと（同pp.202-204）、③戦後大蔵省が銀行店舗行
政の主導権をGHQから取り戻した後（1949年9月「銀行店舗の整備に関する取扱方針」以降）も「過
当競争の防止に主眼が置かれ、この目標と…銀行経営の健全化の目標とが合体して、銀行店舗の新増
設は…おおむね［昭和］20年代はきびしい抑制的な行政方針が貫かれた」こと（小林［1978］p.40）、
以上にもとづき、戦時期においても抑制的な店舗新設認可行政が行われたものと推測する。
（60）店舗の配置転換（既設店舗を廃止しその見返りとして取引先の著しく異なる場所に店舗を新設する
こと［島田［1995］p.39］；これも旧銀行法第6条認可事項）という制度は、1949年9月24日「銀行店
舗の整備に関する取扱方針」（銀々第832号通達）において導入され、昭和20年代を通じて活発に利用
された（小林［1978］、以下も）。同方針では、その「方針」部分において「…経営合理化の見地から
各銀行夫々の地域的な経済事情或は経済的要求に最も通じた店舗配置を図るため配置転換を促進する
ことを原則とする」と明記され、また「要領」の「（6）店舗の配置転換」の項では「店舗の合理的再
配置を図るため必要があるとき、又は当該地域の経済事情の変化に即応する必要があるときは店舗数
の増加を来さず、むしろ原則としてこれを減少することを条件として店舗の配置転換を認めるものと
する」と記されている。本論で後に言及するように、神戸銀行も戦後はこの配置転換制度を活発に利
用するようになるが、もちろん戦時中の同行には、兵庫県の農村部で余剰気味の店舗が大都市域の店
舗へと「転換」できる制度など、予期すべくもなかったであろう。
（61）日本銀行は戦時態勢がピークであった当時、軍事予算に呼応し著増する国債の市中消化を図りイン
フレを防止する、という強力な国家的要請の遂行を迫られていた（佐藤［2000］pp.179-180）。この
ように国家的レベルの政策的要請に日本銀行の権限・組織の範囲内で応え得る政策手段として、銀行
合同とりわけ地方銀行同士の合同も日本銀行自身の課題として重視すようになったのであろう（実際
の銀行合同とりわけ地方レベルにおいては全国支店網を有する日本銀行が大蔵省にも増して重要な役
割を果たした［同pp.177-178、日本銀行百年史編纂委員会［1984］p.426］）。また、日銀各支店の現
場においては、銀行合同は預金吸収面での金利競争緩和や経費率の低下等、経営効率の改善にも寄与
すると考えられてもいた（佐藤［2000］pp.180-181；岡崎［2001］pp.8-9［ただしpp.10-13の検証
によればそのような効率改善は必ずしも実現せず］）。他方、日本銀行はシンジケート銀行諸行を結成
主体とした全国金融統制会の事務局ともなり（新たに設けられた考査局がそれを主管）、1945年4月に
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はその考査局も統制局と改称し同統制会とほぼ一体化する（『神戸銀行史』p.171）など、前記の地方
銀行に対する働きかけの強化と併せ、統制機関としての役割を強めた。
（62）山崎［2011］pp.96-110もまた、金融統制会の実際の「計画」達成方式が、統制強化や指導者原理
を主張する革新官僚の意を体せず、業界組織と個別金融機関の間の自律性と協調とによるものであっ
た、と述べる。なお筆者も1930年代半ばに関してであるが、由里［2010］p.8において、銀行界では
（当時の一般的風潮とは異なり）自由主義的な風潮が存していたことを指摘した。
（63）洲本支店の開設経緯に関し、『神戸銀行史』p.148は「店舗の箇所を積極的に推進」したその一環、
との書き方であるが、淡路銀行の破綻劇に関しては日本銀行調査局（編）［1988］は「淡路銀行再建整
理案の破綻」との小見出しを付し3頁にわたって日本銀行神戸支店の報告書4篇を収め、また淡路信用
金庫［2007］p.3は「［1930年8月の淡路銀行再閉店］以後淡路島は金融不毛の地として中小企業者、
産業人の苦悩の時代が［1937年の神戸銀行の支店進出、信用組合洲本金庫の設立まで］続くことにな
る」と述べている。このような諸資料からみて、洲本支店の開設も金融当局や淡路島の行政当局等に
乞われたものであった可能性もあろう。
（64）同記事から約1か月後の11月20日、播州・全但・兵和の3行合併は大蔵省舟山普通銀行課長の了解
を得るところまで進んだが、日本銀行門川神戸支店長が急遽再考を促して回ったため進捗しなかった
（日銀アーカイブ「検索番号」8304の資料［前編注10参照］中の昭和18年11月22日付の日本銀行神
戸支店の記録［記名なし、同支店業務便箋に記載］、ならびに日本銀行百年史編纂委員会［1984］pp.
437-438）。
　なお、この11月20日の直前、昭和18年11月17日（日刊）の神戸新聞には「県下八銀行を一つに　
統合案漸く明確化」と題した記事が載り、「最近の時局の苛烈さは抜本的な手をうつべしとの機運を醸
成し、ついに一行案にと進展し、大蔵当局もかかる意向を有しているので神戸銀行を統合主体とする
一行案はもは決定的とみて間違いないまでに立ち至った」と断定調で「一県一行決着」を伝えている。
このような報道は、本文にて引用した昭和18年10月23日付神戸新聞記事をも含め、新聞業界で言わ
れる「紙取り」（当局等の内部検討資料を出所を示さず記事化したもの〔野々村［2011］〕）の感もある
（特に上記11月17日付記事は日本銀行神戸支店または神戸銀行側が出所か）が、その真偽はつまびら
かではない。
（65）日本銀行（考査局）［1943b］は、神戸湊西銀行が三和銀行の前身の一つ三十四銀行から「特別の援
助を受け」、三和設立後も「親善の関係にある」こと、そして「神戸には絶対に行く意思なしと主張」
している旨述べている。恵美酒銀行に関しては、東洋経済新報社［1942］p.122に「（酒造業辰馬一家
の）機関銀行も漸次その存在価値を喪失しつつあるようで、最近当行は営業上三和銀行と密接な関係
を持ちつつある」との記述がある。さらに、翌1944年12月の日本銀行神戸支店［1944］には、神戸湊
西・恵美酒両行と三和銀行との間に「合併諒解」があった、と記す。なお、本文図表22（神戸新聞記
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事付図）における両行の描き方も、両行の行名を神戸銀行の勢力円の外側に記しているなど、両行が
神戸銀行の勢力圏外にある旨の表現と解せないこともない。
（66）但馬貯蓄銀行は1943年12月に全但銀行に吸収合併されている（『神戸銀行史』p.228、日本銀行「銀
行事項月報」p.705）。
（67）図表23のa）図からもb）図からも除外された銀行は、a）図に注記した日本銀行・日本興業銀行の
ほか、香住銀行（本店香住町、県内3支店・2出張所）丹和銀行（本店京都府、兵庫県に1支店）なら
びに中国銀行（本店岡山県、兵庫県に1支店・2出張所）のみである。なお、図表23のa）図において、
（前編図表7c）図［1935年末の店舗データ準拠］においてその前身の農工銀行店舗を省いたのとは異な
り）日本勧業銀行の店舗数をも含めたのは、同行が1941年・42年の勧銀法改正を期に実態的には長期
不動産銀行から普通銀行へと近づき（池上［1991］pp.333-338）、神戸銀行との競合度も高くなって
いたものと考えたゆえである。
（68）図は省略したが、神戸銀行発足時（1935年末基準）の大都市圏諸行との間での店舗シェアを計算し、
図表23に表された1942年末の店舗シェアと比較してみると、東灘区・芦屋市で約5%減、神戸市で1%
増、伊丹市で4%増、西宮市・宝塚市で6～7%増、川西市で15%増、尼崎市で24%増、となっている。
（69）昭和元年から20年にかけての毎年末の普通銀行数を示した後藤［1981］pp.597-599所載「府県別普
通銀行推移表」によれば、1944年末から1945年末にかけて銀行数が減少している道府県（除、東京・
大阪・沖縄）は、福井（2→1）、愛知（4→1）、三重（3→2）、和歌山（2→1）、兵庫（8→2）、広島
（4→1）、および福岡（4→1）の7県のみであり、それはそもそも1945年において銀行合同があった県
自体少なかったことを物語る。それら7県のうち、福井・愛知・三重・和歌山・広島の5県は、県外都
銀ないしは既定の県内中核銀による中小銀行の合併であった（同第2編「府県別一県一行主義の成立」
参照）。兵庫県を別とすれば、福岡県の場合のみ、県内第一規模の銀行（十七銀行）の規模的・店舗網
的優位性が他4行を圧しておらず、実質的に県内銀行勢力図の構図を変えた合併が1945年になって起
こった。また、同合併における、「1944年10月の大蔵省普銀課長指示（事実上の最後通告）、1945年3
月の合併談成立、同月末に新立合併実行」という、1944年秋以降1945年3月までのタイムスケジュー
ル（以上、同pp.542-545）も、兵庫県の場合と似ていた。もっとも、この福岡県の場合とて、新立の
福岡銀行が地方銀行として位置づけられたため、兵庫県のように県内に地方銀行を存続させるか否か
という重要な問題は絡んでいない。
（70）昭和19年9月9日の神戸新聞には「新兵庫銀行の誕生」と題した社説が載ったが、次のくだりなど
に、当時の「空気」（その語句もいみじくも使われている）が窺われる。「……とまれ一県一行ともな
れば、その金融資本の主的存在となることはなかなか野心的な観点からは魅力であったに違いなく、
ために統合問題にほぼ一年を要したという事実は、ガダルカナルの生存勇士や、女、子供にして従容
と祖国に殉じつつある愛国的熱情とその行動が普遍化しつつある今日の空気に照らし合わせ一寸割り
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切れぬ感を与えることは否み得ない。かかる風潮の一掃と…（後略）」
（71）引用した発言は日銀アーカイブ「検索番号」8305の資料（前編注10参照）中の「第拾回合併協議委
員会」議事録所載。
　なお、先に5節（1）において、佐藤［2000］p.177に記されている所見すなわち、戦時下の銀行合
同においても、正常な経済活動の枠組みや地方銀行・経営者の自己保全を含めた考え方は看過できな
い影響を及ぼしていた、との見方に筆者もおおむね同感、と述べた。1944年秋（10月：米軍レイテ島
上陸・レイテ沖海戦、神風特別攻撃隊開始［『近代日本総合年表』p.340］）という特に緊迫した情勢下
においても、上記合併協議委員会では合同3行側（特に播州銀行大西頭取）と神戸銀行側との間では
（相互に［別種の］「国益」―地方銀行としてまたシンジケート銀行として―を体しつつ）相当な
議論の応酬があり、そこには上記の「正常な経済活動の枠組みや地方銀行・経営者の自己保全を含め
た考え方」は確かに作用していた（その内容は別稿にて記したい）。しかしながら最後には、本文に引
用した日本銀行門川神戸支店長の言辞が「戦時金融というきわめて歪な極限状況、換言すれば、強力
な国家的要請」（同p.177）を体して立ち現れ、「［金融機関整備令という戦時下の伝家の宝刀が］金融
機関の整理統合の背後にあって厳然として無言の圧力を加えた」（『神戸銀行史』p.205、なお日本銀
行調査局特別調査室［1948］p.224にも同様の記載）ということなのであろう。
（72）本論では信託業態を考察の枠外に置いているため本文では言及していないが、そのほか、神戸信託
株式会社があり、これは1945年7月に神戸銀行と合併し、神戸銀行は信託兼営行となった（『神戸銀行
史』p.214）。
（73）「…三和銀行は、バーターの世界のなかでなにひとつ失ってはいないのである。（段落改め）三和銀
行に対する〔大蔵省・日本銀行の〕地方的合同政策の特徴は、ひとつには既得権益の保障、ふたつに
は住友銀行とのバランスという二つの原理が貫徹していたことであった。そして三和銀行はこうした
政策原理にたくみにかつしたたかに対応したのである」（佐藤［1991］p.559）。加えて、次の一層俯
ふ
瞰
かん
的な観察も、恐らく関連したものであろう。「もともと一県一行主義には単に弱小銀行の淘汰という目
的を乗り越えて巨大銀行を頂点とする中央集権制を確立しようとする隠然または公然たる意図があっ
た。だから…この合同政策の結果として生じたのは少数巨大銀行の地位が圧倒的に強化されたという
事態であった」（日本銀行調査局特別調査室［1948］p.223）。
（74）香住銀行の銀行合同への不参加に関しては後藤［1981］pp.464-465、高嶋［2003］pp.280-281など
既に多くの銀行史文献にて特筆されており、また的確な刊行資料として日本銀行神戸支店［1945］も
存するので、それらを参照されたい。加えて、神戸新聞社学芸部［1979］pp.190-194「但馬の漁業　
急成長支えた地元の美含［みぐみ］銀行現但馬銀」には、同行は元々、銀行には通例相手にされに
くい漁業金融を理解する銀行の存在を希求した水産関係者たちの出資によるものであったこと、また
1940年には地元の浦々が連名で香住銀行存続の嘆願書を出したこと、などが記されている。
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（75）日銀アーカイブ「検索番号」8305の資料（前編注10参照）中の「第四回合併協議委員会」（昭和19
年10月19日）議事録には、播州銀行大西頭取が新銀行の理念につき以下のように述べたことが記さ
れている。「一、新銀行は兵庫県の銀行なることを自覚すること　（改行）新銀行が兵庫県の中心銀行
なる以上、県下金融において県外銀行に比し一段の理解を持ち、海岸線一帯の企業金融に充分の理解
と努力を払うはもちろん、その他の農村地帯においても零細預金の取扱い、貸出を回避すべきにあら
ず。かくてまず足許を堅
かた
めたるうえ、県外はもちろん海外主要都市に店舗を設くることを当然考うべ
きなり。（以下略）」
 　なお、この大西甚一平は1945年3月の5行合併時に神戸銀行副頭取となる（頭取は神戸銀行頭取八
馬兼介が続投）が、1947年2月の公職追放により他の首脳陣とともに銀行を去ることとなった（『神戸
銀行史』pp.284,348-349）。
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